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第１章 序論－研究の目的とその背景 

 

 本研究の目的は、我が国において、薬局に勤務する薬剤師（以下本稿中、薬剤

師）による対人業務として brief intervention（簡潔な介入）を提案し、その効果を

検証することである。なお、本研究における対人業務とは、旧来の医薬品を中心

とする業務（対物業務）に対して、薬剤師の専門性とコミュニケーション力に依

拠する患者中心の業務を指す。 

対人業務は、医薬分業の意義を確立し、ファーマシューティカル・ケアを深化

させる上で重要であると考える。具体的には、薬剤師の本質的な役割として従来

から実施されてきた、疑義照会や服薬指導が挙げられる。また、2015 年に厚生労

働省が公表した「患者のための薬局ビジョン」においても、対人業務を重視した

「かかりつけ薬局」及び「健康サポート薬局」が明記された[1]。具体的には、患

者の服薬情報の一元管理による薬物療法の安全確保に加え、生活習慣改善支援や

疾患管理が挙げられる。さらに、薬学教育においても、薬剤師の対人業務の強化

に寄与することが求められ、2013 年に改訂された薬学教育モデル・コアカリキュ

ラムでは、「薬剤師として求められる基本的な資質」として「患者・生活者本位の

視点、コミュニケーション能力」が謳われた[2]。 

 薬剤師による対人業務の効果については、欧米やオーストラリアなどから、医

療安全[3]、生活習慣改善支援[4, 5]、嗜好行動[6, 7]などの領域に関して介入研究に

よる成果が報告されている。しかし、我が国においては、上記のように、薬剤師

による対人業務を今後さらに強化させていく必要があるにもかかわらず、その推

進の基礎となるエビデンスレベルの高い研究は殆ど報告されていない。そこで本

研究では、「服薬情報の一元管理」及び「生活習慣病の改善支援」に着目し、各々

について横断研究及び介入研究を実施した。 

「服薬情報の一元管理」については、日本版医療情報記録 PHR(Personal Health 

Record)の一つである“お薬手帳”に注目した（第 2 章）。PHR は患者が自身の医

療情報を所有するシステムであり、服薬情報の記録媒体や、臨床検査値の記録媒

体等、様々な種類がある[8]。しかし、欧米ではその有用性は限定的であるという

見解も存在し[9]、1 年間に PHR を利用した米国民の割合は 7%にすぎなかったと

いう報告もある[10]。これに対し、“お薬手帳”は、日本独自の医療システムで、

医師も日常診療時に参照しているなど[11]、医療多職種がその有用性を認識し、



4 
 

日常診療に汎用されるに至った世界的に貴重な例である。しかしながら、“お薬手

帳”をはじめとする PHR の活用は、それらに対して患者自身が抱く役割認知や効

用感によって左右される点が問題であり[8]、“お薬手帳”の活用状況も、患者の

“お薬手帳”に対する役割認知や効用感に影響を受けることが分かっている[12]。

そこで、本研究では、 “お薬手帳”を介した業務を薬剤師が、患者にみせること

（業務の「見える化」）によって、 患者の“お薬手帳”の活用状況や認識が変化

し、薬局における服薬情報管理の一元化が促進するのではないか、また、それに

伴い、重複投与や相互作用を回避する機能が向上するのではないかと考え、“お薬

手帳”を用いた研究を着想した。因みに、「見える化」という言葉はトヨタの生産

現場で生まれたものであり[13]、問題の所在や業務の内容等を可視化するための

取り組みである。近年、医療政策においても効果、効率、公正さを「見える化」

することが目指されており[14]、日本薬剤師会も薬剤師業務を「見える化」する

ことの必要性に言及している[15]。 

 次に、「生活習慣病の改善支援」については、特に 2 型糖尿病患者に対する支援

について検討した（第 3 章）。地域住民の主体的な健康の維持・増進を、「健康サ

ポート薬局」の薬剤師が積極的に支援する[16]ために、以下の 2 つの事項が重要

であると考えた。一つは、患者から受ける質問の内容を把握することによって、

患者の需要を的確に把握すること、もう一つは、患者に対する具体的な支援技術

を習得することである。そこで、前者については、テキストマイニングの手法を

用いた解析を行った。後者に関しては、Miller WR.と Rollnick S.によって開発され

た動機付け面接法(Motivational Interviewing：MI)を我々の研究グループにおいて

岡田が中心に改良したものを採用した。  

 MI は、方法論が網羅的に記載されており、継続的にその効用が実証され続けて

いる支援技術であり[17]、食生活[18]、問題飲酒[19]等に対する効果が報告されて

いる。2 型糖尿病は食習慣、運動習慣、飲酒、喫煙など様々な生活習慣がきっか

けとなって発症、進行する疾患であり、また生活習慣改善と、治療に対する患者

の動機付けを行うことが治療の根本である[20]。ところが、海外の先行研究で検

証された MI は、1 回の介入当り 1 時間かけるもの[21]や、医師と薬剤師が協同で

行うもの[22, 23]など、特殊な条件や環境を必要とするものが多く、日本では実施

できる薬局が限られる。そこで本研究では、介入方法として、我が国の薬局でも

実施可能性の高い、brief intervention を採用し、これを 2 型糖尿病患者に対して施
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行した効果を検証した。 

 最後に、第 4 章では、薬剤師の対人業務を積極的に展開するための原動力とな

る職業意識として、「やりがい」について、当該概念がどのような構成因子から成

り立っているのかを検討した。 
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第２章 お薬手帳を介する薬剤師の対人業務 

 

第１節 患者とのコミュニケーションと患者のお薬手帳の活用状況との関連 

 

2-1-1 緒言 

我が国では、1871 年にドイツの医療システムを採用する際、医薬分業の制度が

政府決定によって導入された。しかし、当時の薬剤師の数が非常に少なかったこ

とや、国民が漢方治療の伝統（医師が漢方薬の調剤を行う）に長く馴染んでいた

こともあり、その発展は遅々としたもので、1974 年に医師の処方箋料が 50 点（500

円）に引き上げられるまで、医薬分業システムは世の趨勢とはならなかった。以

後、本システムは徐々に発展してきた[24]ものの、現在においてさえ、医薬分業

は真に日本国民を益するものであるのだろうかとの疑問を呈する声も存在する

[25]。本システムは、厚生労働省の政策誘導の下で促進されてきたのであるが、

現在、外来総処方箋数の 70%が薬局で調剤される（2015 年実績）一方で、量のみ

ならず、質も求められるという課題に直面している。 

薬剤師が併用薬や以前の服薬情報を参照して薬物相互作用をチェックするため

には、個々の患者についての医療情報記録（personal health record: PHR）を包括的

に検討することが必要となる[26]。これに関して、我が国では、お薬手帳（Drug 

Profile Book: DPB）と呼ばれる記録媒体が発展してきた。DPB は、インシデント

回避のため 1983 年に導入された我が国独自の媒体であり、大よそ郵便葉書大の大

きさで、患者薬歴の記録媒体としての目的に適うものである。薬剤師は、各患者

の同意を得て DPB を発行し、これに、シール（主に、薬局にて調剤された処方薬

の詳細が記載されているもの）を貼付することにより、患者の処方薬についての

情報を蓄積していく。患者は、医療施設を訪れる際には DPB を持参し、それを医

療スタッフに見せる。こうして、DPB は、重複投与や薬物相互作用を防止する役

割を果たす。なお、患者が DPB の持参を忘れた場合、薬局はその患者にシールを

渡し、それを後で DPB に貼付するように依頼する。2000 年 4 月の調剤料改定以

来、DPB は、医療情報の共有システムの 1 つとして普及した。DPB には、薬歴、

副作用歴、アレルギー歴および薬物相互作用歴のような患者情報が記録されるが、

これらの情報は、患者が複数の医療施設を利用する場合に、重複投与や薬物相互
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作用を防止するために重要な役割を果たす。さらに、2011 年の東日本大震災の折

には、基幹的医療施設が津波の被害によって一時的に麻痺し、公的記録を含む患

者に関する医療情報が失われ、電気に依存しないアナログ媒体としてこの DPB が

利用され、医療の円滑な再開を促進し、医療情報媒体としての DPB の重要性を再

確認させた[27]。 

このように、我が国で広く受け入れられるに至った DPB であるが、筆者はその

適切利用に関して課題があると考えている。実際に、DPB が来局ごとに毎回持参

されていないことや、複数の薬局によって複数冊の DPB が発行されている場合が

あることが報告されている[28, 29]。さらに、DPB を持参しなかった患者に対し、

薬剤師が充分に啓発を行わず、漫然とシールのみを患者に手渡す例があることや、

その後、患者が自身でシールを貼付せず、DPB が薬歴の記録媒体として充分に機

能しない例がある点が、重大な課題であると考えている。 

2013 年、筆者は、降圧剤服用患者について、DPB の活用度合いとその関連因子

を明らかにするために横断研究を行った。この調査から、DPB の活用度合は、そ

の役割についての患者の認識およびその効用感と関連することが示された[12]。

そこで、本節の研究においては、この調査で得られた未使用のデータを活用し、

服薬相談時における DPB に関連した患者－薬剤師間のコミュニケーションと、患

者の DPB 活用状況との関係を調べた。なお、本節の研究については、YAKUGAKU 

ZASSHI 誌に報告した[30]。 

 

2-1-2 方法 

1. 研究期間・対象 

本調査ではある期間にわたりDPBの持参頻度とシール貼付を記録する必要があ

ったため、定期的な来局が期待でき、なおかつ標本数が確保しやすい降圧剤服用

患者を対象とした。調査は2013年7月から10月の4ヶ月間にわたって行われた[12]。

調査の実施に際し、大阪市内に本部を置くチェーン薬局会社の協力を得て、東京

都、愛知県、大阪府、兵庫県および岡山県に所在するそのグループ薬局の中から、

降圧剤服用患者が1日に5人以上来局する店舗から5店舗を選出した。調査に先立ち、

これら薬局の薬剤師に対して、本調査の概要について説明した。認知症患者、同

意書による調査参加への同意がとれなかった患者、初診患者、および患者の代理

人が薬を受け取りに来た場合は、調査対象から除外した。 
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2. 調査項目 

主な調査項目は、①患者属性（性別、年齢、服用薬剤数、他科受診、合併疾患

数）、②患者が DPB は自分にとって役立っていると思ったかどうか（効用感）、③

患者が医師に DPB を見せたことがあるかどうか（医師への DPB 提示経験）、④薬

剤師が DPB を見ながら患者に質問したことがあるかどうか（DPB を見ながらの

被質問経験）、⑤患者が薬局に DPB を持参した回数（持参回数）、⑥患者がシール

を利用した回数（貼付回数：患者が薬局に DPB を持参し薬剤師がこれにシールを

貼付した場合、および患者が薬局に DPB を持参せず、後で患者自身がこれにシー

ルを貼付した場合を含む）とした（調査票は稿末資料 1）。 

効用感については、5 段階尺度で患者に問い、点数化した（そう思う：5 点、ど

ちらかというと思う：4 点、どちらとも思わない：3 点、どちらかというと思わな

い：2 点、思わない：1 点）。持参回数については、初回調査日に、過去直近 5 回

の来局について、このうち DPB を持参して何回来局したかを算出した。貼付回数

についても、初回調査日に、過去直近 5 回の来局につき、来局日に合わせた DPB

へのシール貼付を見ることによって確認した。これら持参回数と貼付回数のデー

タは、薬剤師がエクセルファイルの集計表に入力を行った。患者属性、効用感、

医師への DPB 提示経験、DPB を見ながらの被質問経験については、調査票を用

いて患者からデータ収集した。 

なお、前述の先行研究[12]によって得られた結果を、表２－１（患者属性）と

図２－１（持参回数および貼付回数）に示す。また、同研究において DPB の効用

感については、“そう思う”が 60.4%と最も多く、“どちらかといえばそう思う”

が 24.1%でそれに続いた。 

 

表２ー１ 調査患者属性

人数（人） 245（ 男性：107 女性：138 ）
年齢（歳：平均 [SD] ） 68.3 [11.1]

服用薬剤数（剤 ：平均[SD] ） 4.2 [2.6]

他科受診率（%） 53.7

合併疾患数（疾患：平均 [SD] ） 1.4 [0.7]
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3. 統計解析 

患者属性について Shapiro-Wilk 検定にて正規性が無いことを確認した後、各調

査項目について、平均値、標準偏差（SD）、中央値、四分位数を求めた。さらに、

DPB を見ながらの被質問経験の有無により対象患者を 2 群に分け、患者属性、

持参回数、貼付回数、効用感、または医師への DPB 提示経験の有無との関連を、

Mann-Whitney’s U test あるいは Pearson’s χ2 test によって調べた。同様に、効用感

と医師への DPB 提示経験の有無との関連を Mann-Whitney’s U test によって調べ

た。全ての解析においては PASW Statistics 18（SPSS Inc.、米国）を用い、その有

意水準は 5%とした。 

4. 倫理的配慮と利益相反 

本節の研究は大阪薬科大学研究倫理審査委員会の承認を受けて実施した（2013

年 2 月 7 日、承認番号：0012）。また、利益相反に該当する事項はない。 

 

2-1-3 結果 

1. DPB を見ながらの被質問経験の有無と患者属性との関連 

DPB を見ながら薬剤師から質問された経験、すなわち被質問経験が有ると回答

した患者は 84 人、無しと回答した患者は 148 人、無回答が 13 人であった。無回

答を除く 232 人の患者の属性について、DPB を見ながらの被質問経験の有無によ

5回
12.2%

4回
13.1%

3回
18.0%2回

24.5%

1回
16.7%

0回
15.1%

無回答
0.4%

持参回数 （n=245）

5回
73.5%

4回
4.9%

3回
3.7%

1回
2.9%

0回
4.5% 無回答

10.5%

貼付回数 （n=245）

図2-1  持参回数及び貼付回数の分布



10 
 

る分布の差を Pearson’s χ2 test、Mann Whitney’s U test にて検定したところ、有意差

は認められなかった（表２－２）。

 

2. DPB を見ながらの被質問経験の有無と患者の DPB の活用状況・効用感との 

関連 

DPB を見ながらの被質問経験の有無に回答した 232 人の患者について、被質問

経験の有無と、DPB の活用状況、すなわち持参回数、貼付回数、および DPB の

効用感との関連を検討した（表２－３）。被質問経験がある群は、無い群に比べて、

持参回数が有意に多く、効用感のスコアが有意に高かった。  

 

表２－２ DPBを見ながらの被質問経験の有無と調査項目との関連（１）
ー 患者属性

被質問経験の有無#1

P有
（n=84）

無
（n=148）

男性の割合（%） 41.7 46.6 0.47 #2

年齢（歳：平均 [SD] ） 69.0 [9.8] 66.7 [11.4] 0.14 #3

服用薬剤数（剤 ：平均[SD] ） 4.3 [2.6] 4.0 [2.5] 0.20 #3

他科受診率（%） 41.1 58.9 0.10 #2

合併疾患数（疾患 ：平均[SD] ） 1.5 [0.8] 1.4 [0.7] 0.47 #3

#1：無回答の患者は検定から除く
#2：Pearson's χ2 test    #3：Mann-Whitney's U test

表２－３ DPBを見ながらの被質問経験の有無と調査項目との関連（２）
ー 持参回数、貼付回数、効用感

被質問経験の有無
P #有

(n=84)
無

(n=148)
持参回数 （回：平均[SD] ） 2.6 [1.4] 2.2 [1.7] 0.02*
貼付回数 （回：平均[SD] ） 4.7 [0.8] 4.3 [1.6] 0.11

効用感スコア（点：平均[SD] ） 4.6 [0.7] 4.2 [1.0] < 0.01*

#：Mann-Whitney's U test
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3. DPB を見ながらの被質問経験の有無と医師への DPB 提示経験の有無との関連 

医師への DPB 提示経験が有ると回答した患者は 86 人、無しと回答した患者は

155 人、無回答が 4 人であった。医師への DPB 提示経験と、DPB を見ながらの被

質問経験の有無の分布ついて、双方ともに回答した 229 人の患者を対象に調べた

結果を示す（表２－４）。DPB を見ながらの被質問経験がある群は、無い群に比

べて、医師への提示経験がある割合が有意に高かった。 

 

4. 医師への DPB 提示経験の有無と患者の手帳の活用状況及び効用感との関連 

医師への DPB 提示経験の有無の質問に回答した 241 人を対象として、当該経験

の有無と、DPB の活用状況及び効用感との関連を検定した（表２－５）。当該経

験がある群は、無い群に比べて、貼付回数、および効用感が有意に高かった。 

 

 

表２－４ DPBを見ながらの被質問経験の有無と調査項目との関連（３）
ー 医師へのDPBの提示経験の有無※

被質問経験の有無
有

（n=84）
無

（n=145）

医師へのDPB
提示経験の有無

有
（n=82） 40 (47.6%) 42 (29.0%)

P # < 0.01*
無

（n=147） 44 (52.4%) 103 (71.0%)

※双方の調査項目に回答した患者のみを検定対象とした #：Pearson's χ2 test 

表２－５ 医師への提示経験の有無と調査項目との関連

医師へのDPB提示経験の有無
P #有

（n=86）
無

（n=155）
持参回数 （回：平均[SD] ） 2.5 [1.5] 2.2 [1.6] 0.10

貼付回数 （回：平均[SD] ） 4.8 [0.7] 4.3 [1.5] 0.01 *

効用感スコア（点：平均[SD] ） 4.7 [0.6] 4.2 [1.0] < 0.01*

#：Mann-Whitney's U test
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2-1-4 考察 

筆者は、既報[12]において、DPB の活用状況、すなわち持参回数、貼付回数を

測定すると共に（図２－１）、DPB の活用状況と、効用感との関連についても検

討し、効用感の強さと、活用状況の良好さとが関連することを見出した。 

本節では、まず、DPB を見ながらの被質問経験の有無と、患者の DPB の活用

状況との関連を検討した。その結果、被質問経験がある患者群は、ない患者群に

比べ、持参回数（P = 0.02）、および効用感（P < 0.01）の値が、有意に高かった（表

２－３）。既報において、DPB の活用状況と効用感とが関連したことからも、薬

剤師が DPB を介して患者とコミュニケーションをとることで効用感が高まり、持

参回数、貼付回数の向上に繋がるのではないかと考えられる。加えて、DPB を見

ながらの被質問経験がある患者群は、医師に対しても DPB を提示する傾向が見ら

れたことから、被質問経験が、“薬剤師が DPB の情報を参照している”という患

者の実感を強化し、DPB の活用状況の向上に繋がるのではないかと考えられる。 

また、医師への DPB 提示経験の有無についての質問に回答した患者について検

討すると、当該経験がある患者群は、無い患者群に比べ、DPBの効用感（P < 0.01）、

貼付回数（P = 0.01）が有意に高かった（表２－５）。DPB を医師に提示すること

により、“医師が DPB を処方内容に関する判断材料として参照している”という

患者の実感が強化され、効用感や活用状況の改善に繋がるものと考えられる。患

者が医師に DPB を提示することは、薬物療法の安全性を確保するうえで重要であ

るが、診療所や病院で DPB を見せる患者は 44.3%にすぎないとの報告もある[31]。

本調査においても、医師への提示経験がある患者が 35.1%（86 人/245 人）に留ま

っており、さらなる啓発が課題である。 

以上より、“DPB の情報が薬剤師や医師に参照されている”という患者の実感

を強化することが重要であり、これが患者の DPB の効用感や、活用状況の改善に

繋がるのではないかと考える。 

本調査の限界として、以下の点が挙げられる。まず、対象を、定期的に来局す

る降圧薬服用患者に限定している点、DPB を介した薬剤師の質問の内容を考慮し

ていない点、調査協力の際に選出した 5 店舗の薬剤師が、母集団の中で DPBを用

いた指導に特に積極的であった可能性がある点、患者が訪れる医療機関の影響を

考慮していない点であり、今後はこれらを踏まえた検証も必要であろう。 
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第２節 患者の薬物療法の安全性に及ぼす“brief intervention”の影響 

（無作為化比較試験による介入研究） 
 

2-2-1 緒言 

薬物の副作用の回避は、薬剤師によるファーマシューティカル・ケアの根幹を

成す業務の一つである。我が国では、患者が医療機関を自由に選択できるため、

複数の医療機関を受診して薬を処方されたうえで、複数の薬局から調剤薬を受け

取っている患者も多い。そのため、薬物療法の安全性を確保するためには、患者

が自身の服薬情報を一元管理し、これを受診医療機関に提示することが必要であ

る[26]。そこで、我が国では、お薬手帳（Drug Profile Book: DPB）が薬剤師によ

って考案され、医療システムに導入されている。なお DPB は、受診時のみならず、

OTC 薬やサプリメントの購入時[11, 32]、あるいは退院時の患者教育[33]において

も活用可能であると報告されている。 

日常診療においては、患者が DPB を薬局で提示することにより、薬剤師による

重複投与や薬物相互作用のチェックが可能となる。しかし、患者が、医療機関に

DPB を持参しない、医療スタッフに DPB を提示しない、あるいは複数の DPB を

所有しているなどの問題が少なからず存在する[34, 35]。このことは患者の服薬情

報の一元管理が依然として不十分であることを示している。 

本章第 1 節に示すように、薬剤師から DPB を見ながら質問された経験を有する

患者においては、DPB の薬局への持参、DPB の役割認知・効用感、および医師へ

の DPB 提示に関して、当該の経験のない患者に比べ、いずれも良好であった[30]。 

筆者は、本章第 1 節の結果を基に、DPB を介した brief intervention の方法を考

案した。本節では、薬物療法の安全性に対するこの brief intervention の効果につい

て報告する。なお、本節の研究については Pharmacology & Pharmacy 誌に報告し

た[36]。 
 

2-2-2 方法 

1. 研究デザイン・研究期間 

関西地方を中心に展開する調剤薬局チェーン2社の66薬局店舗（所在地は、大阪

府、兵庫県、奈良県、京都府、岡山県、富山県、石川県、愛知県、三重県、千葉
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県、神奈川県および東京都）に対し、研究への参加を呼び掛けた。このうち、65

薬局が研究参加に同意した。本研究に参加した薬局を、盲検化を行わずに、無作

為に2群に分け、それぞれをbrief interventionを用いた介入群と、対照群とした。そ

の際、参加薬局は、参加登録後、会社ごとに、一店舗あたりの勤務薬剤師数によ

って層別化し、各群に研究参加会社、薬局の規模が均等になるよう割り振った。

また、Microsoft Office Excel 2007により発生させた乱数を利用して、介入群また

は対照群に無作為に割り振った。なお、各薬局に勤務する薬剤師をクラスターと

した。 

主解析としては、疑義照会、処方変更、重複投与や薬物相互作用に起因する疑

義照会それぞれの発生割合を検討した。サブ解析としては、患者のDPBに対する

認識や活用状況等に関する項目について検討した。 

研究期間は、2015年8月24日からの3ヶ月間であった。 

2. 介入方法 

 介入群におけるbrief interventionとしては、①DPBを患者と共に確認し、併用薬

やOTC薬に関する話題をとりあげるなど、DPBの情報に基づく会話を行う、②DPB

に、残薬数や服用中のOTC薬等について積極的な書き込みを行う、の2点とした。

さらに、薬剤師は毎朝ミーティングを行い、介入によって防止できた重複投与や、

回避できた相互作用などの事例について、スタッフ間で情報共有した。また、こ

のような事例がなかった場合も「事例なし」を共有した。さらに、薬局スタッフ

の意識を高めるために、調剤室内に研究実施中である旨のポスターを掲示した。 

対照群の薬局では、従来通りの服薬指導を行い、介入群におけるような、事例

に関する情報共有や啓発ポスターの掲示は行わなかった。 

3．主解析 

3-1. 対象 

主解析の対象は、研究期間中に、対象薬局が応需した全処方箋とした。 

3-2. 評価項目 

主解析における評価項目は、 (1) DPBの情報に基づいた疑義照会の発生割合（研

究期間中の応需処方箋枚数に対する疑義照会件数の割合） (2) 処方変更割合（研

究期間中の応需処方箋枚数および疑義照会件数に対する、処方変更が発生した割

合） (3) 重複投与または薬物相互作用の割合（疑義照会件数に対する、重複投

与または薬物相互作用に関連する照会件数の割合）の3項目とした。これらのデー
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タは、両群の薬剤師に、1冊の手帳状の事例調査票（以下、事例票、稿末資料2）

を配付することにより得た。すなわち、薬剤師に対し、研究期間中は事例票を常

に白衣のポケットに携帯した状態で業務を行い、事例発生時にその内容を事例票

に記録するよう求めた。事例票は、研究期間終了時に回収を行った。 

3-3. 統計解析 

結果については、Pearson’s χ2 testによって比較した。 

 

4. サブ解析 

4-1. 対象 

 各薬局において、患者のリクルートを1週間かけて行い、研究の趣旨を説明のう

え、参加同意が得られた場合に同意書にサインを頂いた。なお、患者のリクルー

トの際には、以下に示す選定基準および除外基準に従った。 

  (1) 患者選定基準 

    ①自分用のDPBを所有している 

    ②3ヶ月間継続しての来局が見込まれる 

    ③調査票への回答が可能である 

    ④処方日数が1ヶ月以内である 

  (2) 患者除外基準 

    ①自分用のDPBを所有していない 

    ②3ヶ月間継続しての来局が明らかに見込めない 

    ③認知症などで調査票への回答が困難である 

    ④親子や配偶者以外の代理人が薬を受け取りに来ている 

4-2. 評価項目 

選定基準を満たした参加者には、介入期間の開始時点（ベースライン）および

終了時点（開始3ヶ月後）に調査票（稿末資料3）を配付し、回答を求めた。サブ

解析の主な評価項目として、以下の5項目を設定した。 

(1) DPB持参割合 

患者が来局する際にDPBを持参する頻度について、0～100%のうち、患 

者自身が最も近いと思う数値を自己申告で回答を求めた。 

(2) 医師へのDPB提示 

“医師にDPBを見せているか”という質問に対して、3段階尺度（“常
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に見せている”、“時々見せている”、“見せたことはない”）で回答

を求めた。患者による医師へのDPBの提示は、ここでは“見せたことは

ない”ことを特に問題視し、これ以外の回答の割合を「医師へのDPB提

示経験あり」とした。 

(3) DPBの適切使用  

DPB使用の適切度合を概観する目的で、筆者が、DPBの適切使用に関連

すると考えた4項目（①同時に複数冊併用せず一冊で管理する  ②同

じ薬の内容でもシールを毎回貼付する必要がある ③服用中のOTC薬

や健康食品も記載するとよい ④検査値等も記載することで健康手帳

として使える）の各々について、3段階尺度（“知っており実践してい

る”、“知っているが実践していない”、“知らなかった”）で回答を

求めた。そして、実践の有無を特に重視し、“知っており実践している”

の回答を1点、それ以外を0点としてこの合計スコアを観察した。 

(4) DPBの役割認知 

“自分はDPBの役割を理解していると思うか” という質問に対して、5

段階尺度（“そう思う”～“思わない”）で回答を求め、5点（“そう

思う”）～1点（“思わない”）にスコア化した。 

(5) DPBの効用感 

“DPBは自分にとって役立っていると思うか” という質問に対して、5

段階尺度（“そう思う”～“思わない”）で回答を求め、5点（“そう

思う”）～1点（“思わない”）にスコア化した。 

4-3. 統計解析 

患者属性とサブ解析における5つの評価項目について、医師への提示割合の比較

にはPearson’s χ2 testを用い、それ以外では、介入－対照群間のデータ比較にはMann 

Whitney’s U testを、ベースライン－3ヶ月後間のデータ比較にはWilcoxon’s signed 

rank testを用いた。また、解析ソフトにはPASW Satatistics 18（SPSS Inc.、米国）

を用い、その有意水準は5%とした。 

5. 倫理的配慮と利益相反 

本節の研究は大阪薬科大学研究倫理審査委員会の承認（2015年7月10日、承認番

号：0023）を受けて実施した。また、利益相反に該当する事項はない。 
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2-2-3 結果 

1. 薬局属性 

研究に参加した65薬局が、介入群（33薬局）と対照群（32薬局）それぞれに無

作為に割り付けられた。研究期間中に、介入群で4薬局、対照群で5薬局が脱落し、

それぞれの群で29薬局および27薬局が研究を完遂した（図２－２）。ベースライ

ンにおける両群の薬局の属性を表２－６に示す。各群を構成する薬局の規模に関

して、両群間に有意差はなかった。 

 

 

募集・登録

適格性評価
（薬局チェーン 2 社の 66 薬局）

無作為化
（65 薬局）

参加拒否による除外
（1 薬局）

割 付 対照群への割付
（32 薬局；n=229）

介入群への割付
（33 薬局；n=345）

追 跡 脱落（5 薬局；n=65）
［データ未返却、患者未来局］

脱落（4 薬局；n=24）
［データ未返却、患者未来局］

解 析 対照群解析
（27 薬局；n=164）

介入群解析
（29 薬局；n=321）

図２－２ 本研究のフロー
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2. 患者属性 

 介入群では345人、対照群では229人の患者が調査票への回答に同意した。なお、

研究期間中に、介入群で24人、対照群で65人が脱落し、それぞれの群で321人およ

び164人が研究を完遂した（図２－２）。 

ベースラインにおける両群の患者属性を表２－７に示した。両群間で、年齢、

性別、服用薬剤数、合併疾患数に有意差は認めなかった。 

 

 

表２－６ ベースラインにおける薬局属性

属性項目 介入群
（29薬局）

対照群
（27薬局）

勤務薬剤師数（人）
1～3 4 4
4～5 8 7
6～7 8 8
8～ 9 8
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2. 主解析の結果 

研究期間中の応需処方箋枚数は、介入群で180,398枚、対照群で182,757枚であっ

た（表２－８）。疑義照会の発生割合は、介入群で0.04% （74件/180,398枚）、

対照群で0.03% （57件/182,757枚）であり、有意差は認めなかった（P = 0.13）。 

疑義照会の件数を母数とした、処方変更に至った件数の割合は、介入群で77.0%

表２－７ ベースラインにおける患者属性

属性項目 介入群
（n=321）

対照群
（n=164）

年齢（歳：平均[SD] ） 66.8 [15.4] 65.7 [16.3]

男性人数/割合（人/%） 119 / 37.1 56 / 34.1

服用薬剤数（剤：平均[SD] ） 6.2 [3.8] 5.6 [3.8]

合併疾患数（疾患：平均[SD] ） 1.8 [1.0] 1.9 [1.0]

疾患種別（人/%、複数選択）
高血圧症 103 / 32.1 59 / 36.0

脂質異常症 68 / 21.2 34 / 20.7

糖尿病 39 / 12.1 22 / 13.4

心疾患 26 / 8.1 17 / 10.4

脳血管疾患 11 / 3.4 6 / 3.7

消化器疾患 37 / 11.5 23 / 14.0

慢性疼痛 42 / 13.1 13 / 7.9

骨粗鬆症 21 / 6.5 20 / 12.2

睡眠障害 23 / 7.2 16 / 9.8

精神疾患 19 / 5.9 11 / 6.7

呼吸器疾患 22 / 6.9 10 / 6.1

泌尿器疾患 10 / 3.1 3 / 1.8

皮膚疾患 12 / 3.7 3 / 1.8

腎疾患 8 / 2.5 1 / 0.6

その他の疾患 67 / 20.9 23 / 14.0

Pearson’s χ2 test
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（57件/74件）、対照群で70.2%（40件/57件）であり、介入群の方が高い値を示し

たものの、両群間に有意差は認めなかった（P = 0.38）。 

 

しかし、応需処方箋枚数を母数とした処方変更に関しては、介入群のほうが高

い傾向を示した（介入群：0.03% ［57件/180,398枚］、対照群：0.02% ［40件/182,757 

枚］；P = 0.08）。 

疑義照会件数を母数とした場合、重複投与および薬物相互作用に関する照会件

数の割合は、介入群が、対照群より有意に高かった（介入群：89.2% ［66件/74

件］、対照群：71.9% ［41件/57件］；P = 0.01）。 

 

4. サブ解析の結果 

ベースラインにおいては、いずれの項目においても両群間に差は認められなか

った（表２－９）が、3ヶ月後の研究終了時には、DPBの持参割合（介入群: 92.3%、

対照群: 88.5%; P = 0.03）、DPBの適切使用（介入群: 2.3点、対照群: 2.0点; P = 0.01）、

およびDPBの役割認知（介入群: 4.6点、対照群: 4.5点; P = 0.01）の3項目において、

両群間に有意差が認められ、対照群に比べて介入群ではそれらの値が上昇してい

た。また、両群のベースラインと3ヶ月後の、各項目の値の比較をWilcoxon’s signed 

rank testによって行った結果、介入群はベースラインから3ヶ月後にかけて、DPB

持参割合(ベースライン：89.1%［19.1%］、3カ月後：92.3%［16.1%］；P < 0.01)、

医師へのDPB提示割合（ベースライン：37.2%、3ヶ月後：47.2%；P < 0.01）、DPB

表２－８ 主解析結果
介入群

(29薬局)
対照群

(27薬局) P #

応需処方箋枚数 180,398 182,757

DPBの情報に基づく疑義照会
（件数/応需処方箋枚数 [%]）

74 / 180,398 
[0.04] 

57 / 182,757
[0.03] 0.13

処方変更（件数/疑義照会 [%]） 57 / 74 [77.0] 40 / 57 [70.2] 0.38

重複投与および薬物相互作用（件数/疑義照会 [%]） 66 / 74 [89.2] 41 / 57 [71.9] 0.01*

重複投与 61 / 74 [82.4] 38 / 57 [66.7] 0.04*

薬物相互作用 5 / 74 [6.8] 3 / 57 [5.3] 0.72

その他※（件数/疑義照会 [%]） 8 / 74 [10.8] 16 / 57 [28.1] 0.01*

#：Pearson's χ2 test
※薬剤アレルギー既往、副作用の既往、漫然投与等に関する照会．
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の適切使用度合(ベースライン：2.0点［1.0点］、3カ月後：2.3点［1.0点］；P < 0.01）

が有意に上昇していたが、対照群では、研究期間中に有意に上昇した項目はなか

った。 

 

2-2-4 考察 

主解析の結果、介入群では対照群に比べて、研究期間中に応需した全処方箋枚

数に対する疑義照会、および処方変更の割合が、有意差は認められなかったもの

の、高くなる傾向が見られた。また、疑義照会件数に対する重複投与に関する疑

義照会の割合は、介入群で有意に高かった。 

これらの項目の向上は、薬剤師による brief intervention によって、患者の他局に

介入群（n=321）

対照群（n=164）

介入群 89.1 [19.1] 92.3 [16.1] ＜0.01*#3

対照群 87.6 [23.8] 88.5 [20.0] 0.89#3

P β 0.55 #1 0.03* #1

介入群 37.2 47.2 ＜0.01*#4

対照群 33.8 40.8 0.06#4

P β 0.46 #2 0.19 #2

介入群 2.0 [1.0] 2.3 [1.0] ＜0.01*#3

対照群 2.0 [1.0] 2.0 [1.1] 0.77#3

P β 0.99 #1 0.01* #1

介入群 4.5 [1.0] 4.6 [0.9] 0.09#3

対照群 4.4 [1.1] 4.5 [0.9] 0.38#3

P β 0.76 #1 0.01* #1

介入群 4.5 [1.0] 4.6 [0.9] 0.15#3

対照群 4.4 [1.1] 4.4 [1.0] 0.60#3

P β 0.95 #1 0.17 #1

表２－９　サブ解析結果※

※基礎となる報文[36]より改変

e)  質問「お薬手帳は自分にとって役立っている」に対する、5段階尺度回答［“そう思う（5)”～“思わない （1）”］のスコア．

α：ベースラインと3ヶ月後の比較  β：介入群と対照群の比較

  評価項目 ベースライン 3ヶ月後

a) DPB持参割合
（%：平均 [SD] ）

b) 医師へのDPB提示割合
（%）

c) DPBの適切使用度合スコア
（平均 [SD]）

d) DPBの役割認知度合スコア
（平均 [SD]）

e) DPBの効用感度合スコア
（平均 [SD]）

#1：Mann-Whitney’s U test     #2：Pearson's χ2 test    #3：Wilcoxon's signed rank test  #4：McNemar test

b)  質問「医師に手帳を見せていますか」に対して、“常に見せている”と“ときどき見せている”の回答合計の割合．
c)  4項目の質問（1. 同時に複数冊使用せずに一冊で管理する、2. 同じ薬の内容でもシールを毎回貼る必要がある、
     3. 服用中のOTC薬や健康食品も記入するとよい、4. 検査値等を記入することで健康手帳として使える）に対する、合計スコア．

a)  患者による自己記入（0～100% 実数）．

d)  質問「自分はお薬手帳の役割を理解している」に対する、5段階尺度回答［“そう思う（5)”～“思わない（1）”］のスコア．

P  α
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て投薬された医薬品や、市販薬などの情報を得る機会が増えたこと、また、薬剤

師同士による情報共有を毎日行ったことによって、薬剤師の薬物療法に対する意

識が高く保たれたことによるものであると考えられる。また、これらの結果は同

時に、DPB を充分に活用しないことにより、見逃している事例が存在する可能性

を示すものであることからも、本研究の介入方法にあたるような取り組みは推奨

されるべきであろう。 

なお、表２－８中の、“その他”の疑義照会が、対照群で有意に割合が高くな

った。これは対照群のうちの 1 店舗が、漫然投与に関する疑義照会を積極的に行

っていたことに起因するものであった(16 件中の 13 件)。漫然投与の回避も薬剤

師に求められる重要な責務の 1 つであることから、今後の介入研究で取り上げる

べき課題であると考えている。 

サブ解析の結果、患者の DPB の活用状況が改善していた。まず DPB 持参割合

については、ベースラインに両群間で差は認めない（P = 0.55）が、3 ヶ月後では、

介入群は対照群に比べ有意に高値を示した（P = 0.03）。Wilcoxon’s signed rank test

の結果でも、介入群はベースラインから研究終了時にかけ有意に上昇していた（P 

< 0.01）が、対照群ではそのような変化がなかった（P = 0.89）。 

次に、DPB の適切使用についても、ベースライン（P = 0.99）から、研究終了

時（P = 0.01）かけて、同様の傾向が見られた。Wilcoxon’s signed rank test でも、

介入群は、ベースラインから研究終了時にかけ、有意に上昇していた（P < 0.01）

が、対照群ではそのような傾向はみられなかった（P = 0.77）。また、DPB の役割

認知についてもベースライン（P = 0.76）、3 ヶ月後（P = 0.01）で同様の傾向が見

られた。 
本章第一節の結果より、“薬剤師が DPB の情報を参照している”という体験が、

患者の DPB 活用を促進すると考えられる。上記の結果からも、薬剤師が行う DPB

を介した brief intervention が、患者の DPB 活用や DPB に対する認知度合を向

上させることは明らかである。同時に、本節の主解析の評価項目の向上すなわち、

薬局機能としての疑義照会機能が向上する可能性を示した。これらのことは、患

者の服薬情報を、一元的に管理するとともに、医療において有効に利用するとい

う薬局の機能に関して、薬剤師が行う brief intervention が、結果的にこの機能

を向上させることに繋がることを示唆している。 

医師への DPB 提示割合についても、介入群では、ベースラインから 3 カ月後の
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研究終了時点にかけて上昇(10.0 ポイント)しており、Wilcoxon’s signed rank test

では有意な差と認められた（P < 0.01）。対照群（7.0 ポイント）では、傾向に留ま

った（P = 0.06）。これについては、92.3%の医師が DPB を用いて副作用を回避し

た経験があるとする報告があるほか[11]、本章第一節では、医師に DPB を提示し

た経験を持つ患者は、効用感スコアや貼付回数が、当該経験がない患者より良い

という結果を得ている。したがって、薬剤師が brief intervention を行う事は、患者

と医師の双方にとって好ましい結果をもたらすことが明らかであり、加えて、DPB

を医師に見せるように患者を啓発することも、薬物療法を安全に遂行する上で意

義があると考えられる。 
最後に、本研究の限界・問題点について考察する。まず、本研究のサンプルサ

イズについてであるが、DPB を用いた介入研究の報告は本稿が初めてのものであ

り、特にサブ解析の評価項目の検証に関してサンプルサイズの計算に利用できる

既報論文がなかった。ただ、今回のサブ解析の結果から、充分なサンプルサイズ

が確保できたものと考えている。次に、両群における DPB 持参割合が、先行研究

の値[11, 37]に比べて高く、我が国の母集団の実態を反映していない可能性がある。

最後に、対照群の患者の脱落数が 65 人と、介入群の 24 人に比べ多かった。この

ことは、介入群においては薬剤師が DPB を介する患者とのコミュニケーションを

強化したことにより、患者の研究参加へのモチベーションが研究期間中も維持さ

れたこと、他方、旧来の患者対応のままでは、患者の継続的な来局に繋がらない

ことを示唆しているのかもしれない。 

本節の研究は、DPB を用いた brief intervention を継続的に行うことによって、

患者の DPB に対する認識や活用状況の向上と共に、疑義照会、およびそれに伴う

処方変更の頻度等に好影響を与える事を我が国で初めて明らかにした。また、薬

剤師による服薬情報の一元管理を強化するための、日常業務において実践可能な

方法、すなわち brief intervention を具体的に提示したという点でも意義があると考

える。 
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小括 

本章の第1節では、薬剤師－患者間のコミュニケーションと“お薬手帳”の活用

との関連を調べ、“お薬手帳”を介して薬剤師が継続的に患者とコミュニケーシ

ョンをとることによって、患者の“お薬手帳”への認識を向上させ、その受療行

動にも良い影響を与える可能性を示した。第2節では、この“お薬手帳”を介した

コミュニケーションの具体例として独自の brief interventionを提案し、これが実際

に、患者の薬物療法の安全性を向上させる可能性が期待できることを、このテー

マにおいては我が国初の介入研究によって明らかにした。 
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第３章 2 型糖尿病患者に対する薬剤師の対人業務 

 

第１節 ２型糖尿病患者から受ける質問内容に関するテキストアナリシス 

 

3-1-1 緒言 

厚生労働省が公表した 2011 年度の人口動態統計によると、糖尿病に起因した死

亡者数は、男性で 7,738 人、女性で 6,926 人であった（人口 10 万対）。また、新た

に透析が導入された患者の 44.2%が糖尿病を原疾患としており[38]、糖尿病性腎症

による透析患者は 107,895 人に達している[39]。 

熊本スタディ[40]は、ヘモグロビン A1c（HbA1c）を 6.9%；（以降 HbA1c 値は

National Glycohemoglobin Standardization Program [NGSP]値で表す）未満に維持す

ることが糖尿病性腎症の発症や進行の抑制に有効であることを明らかにし、血糖

コントロールの意義を実証した。 

2 型糖尿病では、長期にわたる薬物療法の継続に加えて、食事や運動等の健康

指導が不可欠である。海外では、薬局での保健指導を含めた介入により HbA1c

値の低下、医療費の削減等が見られたとする論文もある[5, 41]。  

我が国においても、薬剤師による 2 型糖尿病療養支援の実態について、複数の

報告が存在する。例えば、2 型糖尿病および脂質異常症患者の治療効果を高める

ための服薬指導の実態調査では、多くの薬剤師が食事、運動、喫煙および飲酒な

どの生活習慣に関する指導を行っていることを明らかにしている[42]。また、全

国の医療従事者と 2 型糖尿病患者を対象にした、経口血糖降下薬の服薬指導や服

薬コンプライアンスに関する実態調査によると、患者は食事指導、運動指導、服

薬指導の順に詳しく知りたいという回答が多く、また合併症に関して詳しく知り

たいとの回答も多いと報告されている[43]。 

このように、2 型糖尿病患者に対する服薬指導の実態調査は複数実施されてい

るが、患者らが自ら発した質問や不安に関しての具体的な内容を精査した報告は

ない。そこで本節の研究では、薬剤師が日常の対人業務の中で、2 型糖尿病患者

からよく受ける質問について調査し、患者の要求に対応した支援を実践するため

の課題について検討した。なお、本節の研究については、日本健康教育学会誌に

報告した[44]。 
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3-1-2 方法 

1. 対象・調査方法 

本調査の対象は、2011 年 5 月と 11 月に筆者らが実施した 2 型糖尿病患者の療

養支援研修（本章第 2 節参照）に参加した大阪、京都、東京を含む 15 都道府県の

47 薬局（1 日の 2 型糖尿病患者数が 30-40 人）に勤務する 139 人の保険薬剤師で

ある。これら研究参加者には事前に調査の趣旨説明を行い、文書による同意を得

た上で調査票を配付し、その場で回答を得た。 

調査項目は、薬局薬剤師やりがい尺度調査票（稿末資料 6）の一部を用い、回

答者属性（年齢、性別、職位）、および薬局で 2 型糖尿病患者からよく受ける質問

内容（以下、質問内容）とした。質問内容は頻度が高い上位 3 つを上限として、

自由記述方式で回答を求めた。 

2. 解析方法 

質問内容について、SPSS Text Analysis For Survey 3.0J（日本 IBM、日本）を用

い、テキストマイニングによる分析を行った。テキストマイニングでは、①記述

文の前処理、②記述文からのキーワード抽出、③抽出されたキーワードのカテゴ

リ化、④カテゴリ間の関係性を把握するための視覚化の 4 つの作業を行った。 

記述文の前処理においては、同様の質問内容について複数の回答者が異なる単

語を用いて記述している場合に、共通の単語に置き換えた。 

記述文からのキーワード抽出では感性分析を採用した。感性分析は、単語の品

詞と肯定的・否定的などのニュアンスとの組み合わせから言葉の表現を抽出する

方法であり、例えば、〈どうでも良い〉と〈どうすれば良い〉と言うような異なる

意味を持つ〈良い〉を明確に区別する目的で用いた。 

抽出されたキーワードのカテゴリ化では、主に名詞をまとめるため、言語学的

手法に基づくカテゴリの抽出を行った。この手法によるカテゴリ化の条件として、

以下の 2 つの規則を採用した。1 つは、他の複合語に含まれているキーワードを

特定しそれらを 1 つの包括的カテゴリにまとめる内包である。内包は、例えば「イ

ンスリン」のカテゴリに、〈インスリンの投与〉、〈インスリン注射〉など、「イン

スリン」を主軸としたキーワードをカテゴリに含めることである。 

もう 1 つは、1 つの文章内で頻繁に同時に出現し一連の回答内で強く関連して

いるキーワードをまとめる共起規則である。共起規則は、例えば〈なぜ〉と〈下

がらない〉など、同時に出現することが多いキーワード同士を 1 つの〈下がらな
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い ＆ なぜ〉として「下がらない」のカテゴリに含めることである。 

さらに、〈患者〉と〈利用者〉といった文脈上で同義語であるキーワードを 1

つのカテゴリにまとめる作業や、回答内で意味を持たない不要なカテゴリの削除

作業を行い調整した。視覚化の方法には、カテゴリ同士の結びつきを線の太さで

表現できる Web グラフを採用した。 

これらの作業によって得られたカテゴリの出現数の分布、カテゴリ間の関連等

の結果をもとに、患者の需要について、回答内容を大別することにより考察を試

みた。 

 

3-1-3 結果 

1. 回収結果 

139 名全員の薬剤師（男性 48 人、女性 83 人、無回答 8 人）から回答を回収し

た。回収率は 100%であった。回答者の年齢は 20 歳代が最も多く(59 人）、以下、

30 歳代（49 人）、40 歳代（17 人）、50 歳代（6 人）、60 歳代（1 人）と続き、無回

答は 7 人であった。職位については、管理薬剤師が 39 人、それ以外の薬剤師が

89 人、無回答が 11 人であった。また、質問内容数は 366 項目の回答が得られた。 

2. 質問内容の解析 

言語学的手法に基づくカテゴリの抽出により、16 個のカテゴリが得られ、記述

内容の 75.1%をカバーした。頻度の高い順に、「どのようにすれば」（161 回）、「食

事」（104 回）、「良い」（94 回）、「薬」（73 回）、「検査値」（62 回）、などのカテゴ

リ項目が続いた。また、少数ではあるが、「サプリメント」（2 回）や「合併症」（3

回）などの相談項目も確認することができた（図３－１）。なお、「血糖値」、「検

査値」などは、検査項目として特定できる具体性がないキーワードであるため、

「検査値」のカテゴリに含め、「HbA1c」と区別した。また、経口血糖降下薬と区

別するため、「インスリン」は「薬」から独立したカテゴリとして扱った。 
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カテゴリ間の関係を Web グラフで視覚化した結果を図３－２に示す。各カテゴ

リに付された○（丸印）はノードと呼ばれ、ノードの大きさは、抽出されたカテ

ゴリの回答数に基づいた相対的な大きさを表す。また、2 つのカテゴリ間の直線

（リンク）の太さは、カテゴリ間の関係の強さを表わしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30 以上のリンク数を示すものとして、「食事－どのようにすれば－良い」と「検
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図３－１ 抽出されたカテゴリの出現頻度

図３－２ Web グラフによるカテゴリ間の関係 
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査値－どのようにすれば－下がる」の関係が、25 以上のリンク数を示すものとし

て、「用法－どのようにすれば－良い」、「薬－用法－どのようにすれば」、「薬－ど

のようにすれば－良い」等の 3 つのノードから成る関係が示された。さらに、「ど

のようにすれば－良い」のリンクを基軸とした「薬－用法－どのようにすれば－

良い」、「検査値－下がる－どのようにすれば－良い」の関係や、「食事－どのよう

にすれば」のリンクを基軸とした「食事－どのようにすれば－検査値－下がる」

や「食事－用法－どのようにすれば－良い」等の 4 ノードから成る関係も示され

た。 

  

 

 

3-1-4 考察 

本調査の回答者は、20 歳代と 30 歳代を中心とした、比較的若い一般薬剤師と

いう傾向を有していた。調査票の回収率については、研修会の場を活用したため、

100%を確保することができた。 

 

1. 回答項目の類別化 

本節の研究で得られたカテゴリの出現頻度（図３－１）から、薬局における 2
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型糖尿病患者からの相談内容は、3 つの内容に大別できた。すなわち、「食事」、「運

動」などの『生活習慣』に関する項目、「薬」、「用法」、「インスリン」などの『治

療』に関する項目、「一生」、「続けるのか」、「低血糖」などの『不安』の項目であ

る。 

さらに、図３－２に示す Web グラフのリンクを繋ぐことにより、『生活習慣』

に関しては、「運動－どのようにすれば－良い」、「食事－どのようにすれば－検査

値－下がる」等の質問が、『治療』に関しては「薬－用法－どのようにすれば－良

い」、「インスリン－用法－どのようにすれば良い」等の質問が、『不安』に関して

は、「薬－一生－続けるのか」、「低血糖－どのようにすれば－良い」等の質問があ

ることが推察された（表３－１）。 

 

2. 回答の原文との照合 

『生活習慣』に関しては、原文では、日常生活についての、“食生活についてど

ういうことに気をつければいいか”、“甘いものが我慢できないのだがどうすれば

よいか”、“どのような食事をすれば検査値が下がるのか”、“運動はどの程度した

ら良いか”といった質問が確認された。また“旅行中の薬の管理や食事コントロ

ールについて”といった非日常時の疾患との付き合い方についての質問等が確認

されたが、食事・間食など食習慣についての質問が主流を占め、それに加えて運

動習慣についての質問が含まれていることが明らかになった。 

また、本調査の患者からの質問には挙がらなかったが、喫煙や睡眠不足等が 2

型糖尿病リスクを高めることも明らかにされており[45]、今後はこうした事項に

ついても、患者の状況を把握するよう努める必要があると思われた。 

『治療』に関しては、原文では、“薬を飲み忘れたらどうしたらいいか”、“食事

が不規則なのでお薬をいつ飲めばいいか”、“低血糖時の対応はどうすればよいか”、

“低血糖ではどのような症状が出るか”、“インスリンが出ない（インスリンの使

い方がよくわかっていない）”等の質問が確認でき、患者の多くが、経口血糖降下

薬の用法を遵守できないことや、低血糖の症状や対処方法、インスリン注射の使

用法について質問していることが確認できた。また、薬剤師の基本的な役割とし

て、正しい薬物療法とその安全性の維持への支援が期待されていることが示唆さ

れた。 

『不安』に関しては、原文では、“ずっと薬を続けなければならないのか”、“一
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生薬が必要なのか”、“薬を飲んでも血糖値が下がらないがなぜか”等の質問があ

り、患者は薬を継続することや、薬を飲んでも血糖値がコントロールできないこ

とに対して不安を抱いていることが確認された。また、少数ではあるが、“独り身

だしどうでもいい”といった治療に対しての後ろ向きな意見や、“もう薬を飲まな

くてもよいか”、“薬を飲んでいて意味あるのか”といった薬を服用することに対

しての不満感を薬剤師に対して訴えていることも確認できた。 

このような、望まない治療を継続することは患者にとって精神的に負担であり、

現に、2 型糖尿病患者には抑うつ傾向の患者が多いことは、これまでに数多く報

告されており[46-48]、心理的傾向と糖尿病のセルフコントロールとの関連につい

ても調査されている[49, 50]。さらに、糖尿病で抑うつ状態にある患者は、そうで

ない患者に比べて死亡率が 1.5 倍になるとするメタアナリシスも存在する[51]。ま

た、血糖を良好にコントロールしなければならないということ自体が患者にスト

レスを与えることもある[52]。よって、薬剤師が行う 2 型糖尿病患者の療養支援

には、治療を継続する意義の説明をはじめ、治療の継続に対して生じる不安に対

する精神的なケアを含む必要がある。 

なお、質的研究における妥当性に関しては今日様々な立場がある。すなわち、

①質的データの分析においても量的分析と同程度の基準や厳密さが必要とする立

場、②質的データ独自の分析方法を用いるが分析・解釈のプロセスを明示するこ

とで分析の適切さと確からしさが示されるとする立場、③質的データの解釈は解

釈者の行った結果を報告すれば十分であるという立場の 3 つに大別できる[53]。

これに関して、今回、筆者は、②の立場に則り、テキストマイニングの作業過程

を示し、さらにカテゴリ間の関係を示す Web グラフに基づいて、これより推察さ

れる文章と、回答の原文とを照らしあわせて確認しつつ回答項目を解析・類別化

した。これらにより、一定の妥当性を担保できたと考える。 
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第２節 ２型糖尿病患者の疾患管理に及ぼす“brief intervention”の影響 

（無作為化比較試験による介入研究） 

 

3-2-1 緒言 

国際糖尿病連合（The International Diabetes Federation：IDF）は、世界中でおよ

そ 3 億 8,200 万人が糖尿病に罹患していると推定しており[54]、今後もその患者

数は増加すると予測している。我が国も、720 万人の糖尿病患者を抱える、患者

数の最も多い国の一つである[55, 56]。 

2 型糖尿病患者に対する治療には、合併症の発症リスクを減少させ、発症を遅

らせるために、また、合併症の発症に伴う生活の質（Quality of life：QOL）の低

下を防ぐために、HbA1c による血糖値管理が求められる[57, 58]。これを確実に

遂行するためには、健康管理の専門家が、特に生活習慣の支援を行うことが重要

である。 

薬局は、2 型糖尿病患者にとって、心理的障壁も低く薬物療法について相談し

やすい立場にある[59]。よって、薬剤師も糖尿病ケアに参画するべきである[60]。

しかし、我が国においては、薬剤師による糖尿病ケアの効果を検証した、エビデ

ンスレベルの高い研究は殆どない。これは従来の薬剤師が、そのようなケアを薬

剤師の業務の範疇であると認識してこなかったことが原因の一つであると考えら

れる。 

一方、米国やオーストラリアにおいては、患者の血糖値管理において、薬剤師

が果たす役割についての研究が散見される[61-63]。まず、薬剤師の支援が HbA1c

を低下させ得ることを示す研究は、米国で先駆的に行われた[61, 62]。しかし、そ

れらのデザインは無作為化比較試験ではなかったこともあり、効果を評価するう

えで課題が残った。オーストラリアにおいて施行された無作為化比較試験では、

薬歴の確認やアドヒアランスの支援を行った介入群では対照群に比し HbA1c の

低下が認められた[63]。 

欧米においては薬剤師による介入を評価する研究が多く存在するのに対し、東

洋においては殆どない。本節において示す研究は、日本において初めて行われた、

生活習慣病患者に対する薬剤師の介入を評価する無作為化比較試験である。 

我が国の医療システムはフリーアクセスであるため、多くの患者が薬局を利用

する。よって、薬局の日常業務内での実施可能性を考慮すると、薬剤師による生
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活習慣病への介入の方法は、より簡潔で、かつ効果的であることが必要である。

しかし、米国およびオーストラリアで行われた上記の先行研究[61-63]で用いられ

た介入方法は、かなり複雑であり、時間がかかるものであった。そこで、本節の

研究では、患者の生活習慣改善支援について brief intervention の方法を提案すると

共に、その効果を検証した。なお、その成果を Pharmacology & Pharmacy 誌に報

告した[64]。 

 

3-2-2 方法 

1. 研究デザインおよび手順 

本節の研究は、盲検化を行わない、各薬局及びそこに通う患者をクラスターと

した無作為化比較試験であり、追跡期間は 6 ヶ月間とした。対象となる薬局は、

介入群と対照群の 2 群に 1:1 の割合で無作為に割り付けた。 

薬剤師から本節の研究への参加に同意を得た後、研究の概要に関する説明会を

開催した。その後、介入群、対照群への割り付けを行い、介入群に割り付けられ

た薬剤師に対しては、動機付け面接法（MI）を岡田らが改良した brief intervention

に関する 1 日 6 時間の講習を行った。その後、両群の薬剤師は患者の募集を行い、

参加同意書の回収を行った。患者の同意が得られると、薬剤師は研究参加の申請

書に、コード化された患者のデータを記入し、本部に送信した。研究期間の 6 ヶ

月間、患者の来局のたびに、薬剤師は同様の手順でデータを本部に送信した。ま

た、研究開始時と 6 ヶ月後に患者に対して調査票への回答を求めた。 

2. 研究参加者 

薬局の参加基準は、①1 ヶ月間に 20 人以上の 2 型糖尿病患者が来局すること、

および、②日本の糖尿病ガイドラインやプロトコールに沿ったトレーニングプロ

グラムを提供できる薬剤師がいること、とした。 

患者の参加基準は、①2 型糖尿病患者であり 6 ヶ月間以上薬局に処方薬を受け

取りに来ていること、②20-75 歳であること、および、③3 ヶ月間以上 HbA1c 値

が 8.0%以上であること、とした。一方、透析などを含む重篤な合併症を発症して

いる患者や認知症・精神疾患患者は除外した。 

3. データ収集 

2011 年 3 月および 8 月に、研究に参加した薬剤師によって研究対象となる患者
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の募集が行われた。その際、研究参加者募集用に作成した共通の資料やポスター

を用いた。いずれの薬局においても 6 人の患者に対して応募を依頼し、応募患者

からは書面にて同意を得た。直近 3 ヶ月間の HbA1c 等の臨床検査値は、糖尿病手

帳で確認した。薬剤師による介入は 2011 年 4 月から開始され、全患者に関するデ

ータ収集が終了したのは 2012 年 12 月であった。 

4. 薬剤師のトレーニング 

薬剤師は、事前に、動機付け面接（MI）を岡田らが改良した brief intervention

に関する 1 日 6 時間の講習を受講した。この講習は、Miller WR.と Rollnick S.によ

って開発された方法[65]を、薬剤師による介入を 3 分以内で行うために、岡田ら

が改訂したものであり、患者の生活習慣の改善を支援するための技術を薬剤師が

会得することを目指したものである。この brief intervention は 3 つのステップから

構成される。すなわち、①“開かれた質問”を用いて患者の生活習慣における問

題点を探る、②患者と共に目標設定を行う、③励ましの言葉で締めくくる、であ

る。本講習は、間食に関するもの、運動に関するもの、飲酒に関するものの 3 種

のケースを含んでおり（各 90 分）、それぞれのケースに関してスモールグループ

でディスカッションを行い 3 分間でロールプレイを行った。なお、14 種類の資料

（稿末資料 4）を作成・準備し、介入群においては、来局のたびにこれらを患者

に手渡した。 

5. 介入群  

介入群に割り付けられた患者に対しては、研究開始時に歩数計（OMRON 

HJ-205IT）を配付した。それに加えて、服薬指導の際に薬剤師が HbA1c の値を確

認し、上記 brief intervention を行った。 

初回の来局時、介入群の薬剤師は、患者と共に生活習慣の問題点を探り、目標

設定を行った上で、生活習慣の改善方法について話し合った。その際、薬剤師は、

資料を用いて情報提供を行い、患者が自身の生活習慣の改善方法を決定した。2

回目の来局とそれ以降の毎月、薬剤師は、患者の HbA1c 値と目標への到達具合を

確認し、生活習慣改善に対する心理的な障壁を解消するよう努めた。さらに、患

者の来局毎に、薬剤師は患者と話し合って新たな目標を設定した。 

面接の際に、4 つの領域、すなわち、①健康的な食生活と間食、②HbA1c 管理

のための運動、③目標とすべき血液検査値、④節酒、に関する 14 種類の資料（稿

末資料 4）を用いた。資料には生活習慣に関する情報の他、患者自身が目標を記
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入する欄や、薬剤師による励ましの言葉、および薬剤師の記名の欄が設けられて

いる。患者は介入期間中に取り組む領域を選択し、薬剤師は患者が選択した領域

に応じた説明と、関連資料の使用方法についての説明を行った。 

また、本研究期間中は毎月、食事や運動を含む生活習慣改善についての情報を

掲載したニュースレターを送付した。  

6. 対照群 

対照群に割り付けられた患者に対しては、毎回の来局時に基本的な服薬説明を

行い、HbA1c の値を確認した。また、生活習慣改善とは無関係な、服薬等に関す

る一般情報を掲載したニュースレターを送付した。 

7. 標本数 

薬剤師が自己血糖測定 (self-monitoring of blood glucose：SMBG)を利用して 2

型糖尿病患者に対して生活習慣改善支援を行なった先行研究では、HbA1c が 0.5%

程度低下することが認められている[66, 67]。また、SMBG を用いない先行研究に

おいても介入により HbA1c が同程度に低下することを想定している研究が多く、

同様に SMBG を用いない本研究も、介入群において HbA1c が 0.5±1%低下する

と仮定した。その結果、必要標本数は級内相関係数を 0.01、検出力を 90%、有意

水準を 5%として以下の式に代入し、標本数を 90 人と算出した。 

 

8. 評価項目 

本節の研究の主要評価項目は HbA1c の値の変化とした。副次評価項目は、body 

mass index （BMI）、服用薬剤数、服薬アドヒアランス、生活習慣の変化、2 型糖

尿病治療に対する満足度、2 型糖尿病についての知識の変化とした。主要評価項

目である HbA1c のデータは糖尿病手帳から得た。副次評価項目である服用薬剤数

については処方箋を参照した。運動習慣については International Physical Activity 

Questionnaire（IPAQ） [68]、服薬アドヒアランスについては Modified Morisky Scale 

n =
d2

2σ2{Z(α/2) + Z(β)}2

×{1 + (m-1)ρ}

d : 推定されるHbA1cの低下幅(0.5%)
σ : 推定される標準偏差(1.0%)
β : 検出力

α : 有意確率
ρ :  級内相関係数
m : クラスター当りの人数
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5-point response options [69]、2 型糖尿病治療に対する満足度としては Diabetes 

Treatment Satisfaction Questionnaire（DTSQ） [70]、2 型糖尿病に関する知識の変化

については 10 項目の正誤問題を、それぞれ質問項目として用い、それらを副次評

価項目として設定した（調査票は稿末資料 5）。 

9. データ解析 

主要評価項目の解析に関しては、時系列データの欠損に最直前のデータを補完

する last observation carried forward （LOCF）を用いた。両群間のデータ比較には 

unpaired t test を用いた。また、各群内での調査開始時（ベースライン）と 6 ヶ月

後のデータの変化値の比較を行うため unpaired t test を行った。有意水準は 5%と

した。 

全てのデータ解析には STATA V.13（Stata Corp LP、米国）を用いた。 

10. 無作為化 

薬局の割付については、単純無作為化を京都医療センター予防医学研究室にお

いて行った。無作為化は、薬局の規模を、1 日の処方箋枚数別に、大規模（101

枚/日以上）、中規模（51 枚/日以上 100 枚/日以下）、および小規模（50 枚/日以下）

の 3 層に層別化したうえで、Micro Office Excel 2007 で発生させた乱数を利用して

行われた。対象となった薬局の薬剤師は、患者の来局時に薬局内で資料やポスタ

ーを用い、7 人を上限として 2 型糖尿病患者のリクルートを行った。 

11. 盲検化 

本節の研究では、その介入方法の性質上、患者と薬剤師の盲検化はできなかっ

た。また、患者の参加基準の評価については薬剤師の判断に任せた。収集された

データは盲検化され、独立した分析者によって解析された。 

12. 倫理的配慮と利益相反 

 本節の研究は京都医療センター倫理審査委員会の承認を受けて実施した（2009

年 10 月 19 日、承認番号：09-33）。また、利益相反にあたる事項はない。 

13. 研究資金 

本節の研究は、公益財団政策医療振興財団からの支援を得て行われた（資金番

号： H23-No.9）。 
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3-2-3 結果 

1. 研究参加施設と属性 

図３－３に Consolidated Standards of Reporting Trials（CONSORT）フローに準じ

て本節の研究のフローを示す。 

 

日本のチェーン薬局会社 3 社、80 薬局のうち、30 薬局が参加拒否、あるいは対

象患者の不在により除外された。残った 15都府県の 50薬局を、介入群に 26薬局、

対照群に 24 薬局、それぞれ無作為に割り付けた。ベースラインにおける薬局の属

性を表３－２に示す。 

募集・登録

適格性評価
（薬局チェーン 3 社の 80 薬局）

無作為化
（50 薬局）

除外（30 薬局）
［患者なし、参加拒否］

割 付 対照群への割付
（24 薬局；n=57）

介入群への割付
（26  薬局；n=106）

追 跡 追跡不能（13 薬局；n=15）
［薬剤師異動］

追跡不能（9 薬局；n=16）
［薬剤師異動］

解 析
対照群解析

（24 薬局；n=42）
クラスターサイズ中央値：2

（範囲 1-5）

介入群解析
（26 薬局；n=90）

クラスターサイズ中央値：2
（範囲 1-6）

図３－３ 本研究のフロー
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また、患者に関しては、介入群では 106 人が研究参加に同意し、そのうちの 90

人が研究を完遂した。一方、対照群では 57 人が研究参加に同意し、そのうちの

42 人が研究を完遂した。ベースラインにおける患者の属性を表３－３に示す。 

2. 評価項目値の変化 

介入群では、対照群に比べて有意に HbA1c 値が低下した（表３－４）。さらに、

介入群では 2 型糖尿病についての知識の有意な上昇、および服用薬剤数の有意な

減少が認められた。その他の生活習慣に関する項目については、両群間で差は認

めなかった。 

3. 有害事象 

両群において有害事象は認めなかった。 

表３－２ ベースラインにおける薬局属性

属性項目 介入群
（26薬局: 100%）

対照群
（24薬局: 100%）

薬局規模
一日あたりの処方箋枚数

101枚～ （大規模薬局） 12 (46.2%) 13 (54.2%)

51枚～100枚（中規模薬局） 7 (26.9%) 6 (25.0%)

～50枚 （小規模薬局） 7 (26.9%) 5 (20.8%)



39 
 

表３－３ ベースラインにおける患者属性a)

属性項目 介入群
（n=90）

対照群
（n=42）

年齢（歳：平均 [SD] ） 63 [9.6] 61 [10.8]

男性/女性（人） 44 / 46 20 / 22

糖尿病罹患歴（人/%）
～5年 21 / 23.3 15 / 35.7

6～10年 26 / 28.9 11 / 26.2

11～15年 21 / 23.3 07 / 16.7

16～20年 12 / 13.3 06 / 14.3

21年～ 10 / 11.1 03 / 07.1

末梢神経障害b)（%） 18/72 (25.0) 5/35 (14.2)

血糖降下薬使用率c)（%）
インスリン製剤 37/90 (41.1) 17/42 (40.5) 

GLP-1製剤 0/90 (0) 0/42 (0)

スルホニル尿素剤 46/90 (51.1) 26/42 (61.9)

ビグアナイド剤 37/90 (41.1) 16/42 (38.1)

DPP-4阻害剤 26/90 (28.9) 14/42 (33.3)

チアゾリジンジオン剤 07/90 (7.8) 09/42 (21.4)

α-GI製剤 37/90 (41.1) 09/42 (21.4)

グリニド剤 0/90 (0) 0/90 (0)

a)  欠損値は解析に含まない．
b)  患者による自己報告により確認．
c)  各患者により使用されている薬剤数を数え上げた．
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3-2-4 考察 

本研究は、薬剤師が 3 分以内の brief intervention [71]を行うことによって、2 型糖

尿病患者の血糖値（HbA1c 値）を改善できることを示した。これは、薬局の薬剤

師が 2 型糖尿病患者の血糖値管理に関与し、生活習慣改善の支援者となり得ること

を示すものである。 

血糖値管理に関する薬剤師の役割についての研究は米国やオーストラリアにお

いても行われているが、その介入方法は、我々が行ったものに比べて煩雑であり、

薬剤師のトレーニングに 2 日以上をかけ、薬局店頭でも時間のかかる指導を行うも

のが多い[61-63]。こうした方法では、多数の 2 型糖尿病患者に対応するには適さな

い。この課題を解決するような、brief intervention に関する検討を行う研究の数は、

限られている[70, 71]。本研究における介入は、1 回 3 分以内の簡潔な内容であるた

め、日本の薬局でも実現可能性が高い。実際に、本節の研究においても、脱落者が

少なく、有意な HbA1c レベルの低下が実現した。したがって、本研究は、2 型糖

尿病の生活習慣改善支援に関する brief intervention という手段の有効性について、

科学的根拠を提供するものである。 

先行研究では、薬剤師による糖尿病教育と SMBG によって、HbA1c 値を 0.5%低

下させた研究[72]、運動等を取り入れた生活習慣の改善によって HbA1c 値を 1%以

上低下させた研究[73, 74]が存在する。本節の研究では、介入群において HbA1c が

0.7%低下した。HbA1c が 1%低下することにより、末梢血管障害のリスクが 35%低

下したとする報告[74]もあることから、本研究において見られた血糖値（HbA1c）

の低下により、2 型糖尿病患者における合併症のリスクや QOL の低下に対する相

応の効果が期待できよう。 

また、介入群の患者においては、2 型糖尿病についての知識スコアが有意に向上

した。これは、薬剤師が患者に対し、来局のたびに 2 型糖尿病について説明したこ

とや、患者が帰宅後に配付された資料を再読し、知識を得たことに起因すると考え

られる。ただし、薬局での 2 型糖尿病患者に対する介入研究の多くが、知識を評価

項目として加えているが、血糖コントロールの改善度合と、知識の増加度合の関連

については、研究によって、これを支持するものとそうでないものに二分されるこ

とを数々のシステマティックレビューが示している[66, 67, 71]。つまり、患者の疾

患に関する知識は、必ずしもそのまま行動変容として現れるとは限らないというこ

とになる。 
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IPAQ を用いた両群における運動の程度については、対照群では 13.4 ポイント低

下していたのに対し、介入群においてはそのような低下は抑えられている。統計学

的な有意差は認められなかったものの、この運動量の差は、介入群における HbA1c

値の低下の一因となった可能性もあろう。 

介入群においては、服用薬剤数の有意な減少も見られた。したがって、これは

HbA1c 値の改善に伴い、医師が処方薬を減らした可能性が考えられる。このこと

は brief intervention が、医療費削減の一助となる可能性も示唆するものである。 

本節の研究の限界としては、サンプルサイズが小さいことと、研究期間が短いこ

とが挙げられる。関東の対照群の薬局に通っている患者においては何名かの脱落が

見られたが、これらの大部分は、2011 年に発生した東日本大震災の影響によるも

のである。しかしこれは、自然災害による偶発的な脱落であるため、研究結果にバ

イアスをかけるほど影響力は大きくないと判断し、研究を続行した。調査票を用い

たデータが自己評価によるものであることも、本節の研究の限界かもしれない。さ

らに今回は、薬局の処方箋応需元の医療機関の規模、標榜科、糖尿病専門医の有無

等の影響については、全く考慮しなかったが、今後の研究においてはこのような側

面も加えたうえで解析すべきであろう。 

このように、いくつかの限界はあるが、本節の研究は、薬剤師が生活習慣改善の

支援者としてよい影響を及ぼし得ることを示した点において意義がある結果であ

ると考えられる。 
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小括 

本章の研究では、薬剤師による対人業務のうち、薬局の健康サポート機能として

今後ますます重要性を増すであろう、2型糖尿病患者に対するbrief interventionにつ

いて検討した。第1節では、2型糖尿病患者の薬剤師に対する需要を把握することを

目的とし、服薬指導時に薬剤師が患者からよく受ける質問内容について、テキスト

マイニングの手法を用いて分析した。その結果、薬剤師が患者から受ける質問の内

容は、『治療』、『生活習慣』、『不安』の3つに大きく類型化された。このこと

は、患者から薬剤師に期待される役割は、単に服薬の支援に留まらず、生活習慣の

改善支援や精神的なケアをも含むものであることを示唆している。第2節では、薬

剤師が生活習慣改善支援のためのbrief interventionを2型糖尿病患者に対して継続的

に行うことにより、患者のHbA1c値が有意に低下することを、薬局を対象とした我

が国初の無作為化比較試験によって示した。さらに、患者の2型糖尿病についての

知識の増加や服用薬剤数の減少が認められ、これらの結果も併せて、薬剤師が生活

習慣改善支援者として積極的に関与し得ることを示した。  
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第４章 薬剤師の職業的「やりがい」意識の構成因子と構造 

 

4-1 緒言 

職場は Maslow の言う自己実現の欲求を満たす場として期待されている[76]。こ

の自己実現の欲求が満たされるためには、労働者自らが主体的に人生の意義を見出

し、それに向かって継続的な自己研鑽の努力をすることが必要であり、このような

労働者の内発的な動機がなければ不可能である。これは年代や国境を越えた労働者

に共通の課題である。 

さて、動機付け研究の産業や組織への応用も以前より試みられている。

Herzberg[77]らが提唱した 2 要因論においては、職務への満足に関与する「動機付

け要因」と、不満足に関与する「衛生要因」の存在が述べられ、「動機付け要因」

は、“達成すること”や“承認されること”などであり、これらを強化することで

満足感が増すが、これらの欠乏が不満足には繋がりにくく、他方「衛生要因」は、

“給与”や“労働条件”などであり、これらの欠乏は不満足が増すが、これらを満

たしても満足には繋がりにくいとしている。筆者は、前者の「動機付け要因」が日

本語の「やりがい」に近いと考えた。 

「やりがい」は、仕事に関しても汎用される日本語の口語表現であるが、一般的

には「するだけの値うち」と定義される[78]。しかし、筆者は、労働者が実際にこ

の言葉を言う際には、この定義に留まらない、自己実現の欲求に寄与するものを意

味していると考えた。すなわち、「やりがい」は職務満足度やモチベーションとい

う言葉では表しきれないものであり、かつ、より普遍性を持つ概念である。このた

め、筆者は、労働者に内在する個人的基準に沿ったものとして、この言葉を分析す

ることが必要なのではないかと考えた。よって、本章の研究では、我が国の薬剤師

を対象として、その「やりがい」の構造を分析し、モデル作成を試みた。 

薬局は、現在、医薬品その他物品の供給という枠にとどまらず、広く健康支援の

拠点としての役割を果たすことが期待されている。これに関しては、例えば、Krass

ら[63, 79]や Ashville Project [73, 80, 81]は、薬剤師による積極的な患者支援が、服薬

アドヒアランスの改善、臨床的効果、および医療経費減少のような経済的効果につ

ながることを示した。日本においても、元尾らは、地域の調剤薬局のネットワーク

化とその活用が、地域全体としての糖尿病ケアのレベル向上に寄与し得ることを報
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告した[82]。また、島ノ江らは、患者の、ヘルスリテラシーについての問題意識と

薬剤師によるカウンセリングの活用との関連性を検討し、患者が持つ“自分が受け

ている治療に関する諸々の情報を理解することは難しい”という意識を解消するた

めには、薬剤師による服薬指導が必要であることを示唆した[83]。本稿においても

第 2 章、第 3 章において対人業務を強化する brief intervention の、薬物療法の安全

性や、2 型糖尿病患者の疾患管理に対する効果について示してきた。このように、

薬剤師の役割は、薬物療法の安全性、服薬アドヒアランスの改善、慢性疾患の療養

支援、治療への不安に対する精神的支援など多岐にわたる。 

筆者は、薬剤師が社会からも期待されるこのような業務を積極的に展開するため

の原動力となるものは、単に、報酬や地位[84]、健康状態[85]、あるいは何か新し

いことに挑んだ結果によって得られるであろう達成感とは異なると考えた。すなわ

ち、“患者の薬物療法の安全に貢献できる”、“患者の疾患管理に寄与している”と

いった、「患者を支援することでその役に立っているという実感」に関連するもの

ではないかと考え、これが「やりがい」と表現されるのではないかと考えた。 

本章の研究では、「やりがい」の構成因子の抽出及び因子間の連関についての検

討を試みた。なお、本章の研究については、Japanese Journal of Social Pharmacy誌

に報告した[86]。 

4-2 方法 

1. 「やりがい」に関するブレインストーミング 

 本研究に先立ち、薬剤師が、対人業務内のどのような時に「やりがい」を感じる

かについて、共同研究者らと共にブレインストーミングを行った。その中で、筆者

らは「やりがい」を、自己実現の欲求を満たすことに直接的に関連する要素の一つ

であるが、与えられた環境に対する満足度を示す「職務満足度」や、新たなことや

困難なことに取り組む努力に関連する「挑戦」とは一部で異なり、能力が十分に発

揮できたことからくる満足感や達成感を示す充足感の蓄積によって育まれ得るも

のと考えた。このブレインストーミングと、先行研究[84, 87, 88]を参考に、「やり

がい」を構成するであろう因子を想定し、「やりがい」に関連すると考えられる質

問項目（表４－１）を作成した。稿末資料 6 に、この質問項目含む調査票を示す。 

2. 調査対象・項目 
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2011 年 4 月、筆者らは、糖尿病に関する介入研究を開始した（第 3 章 第 2 節）

が、その際に、薬剤師と糖尿病患者との良好な関係の構築を目的に、ワークショッ

プを行った。「やりがい」尺度を測定するための調査票は、このワークショップの

終了時に、本章の研究への参加に口頭で同意した薬剤師に配付され回収された。調

査票の項目は、薬剤師の性別、年齢、職位、主たる処方箋発行元の標榜診療科、お

よび薬剤師の「やりがい」に関連するであろう 18 項目（表４－１）とした。各項

目について、6 段階尺度で回答を得て点数化した（その通り：6 点 、ややその通り：

5 点、どちらかといえばその通り：4 点、どちらかといえば違う：3 点、やや違う：

2 点、 違う：1 点）。 

本章の研究に参加した薬局は大阪、京都、東京など15都府県の47薬局であった。 

 

 

表４－１ 「やりがい」に関連すると考えられる質問項目

質問文 略称
1 患者さんから処方内容について質問されることはありますか． 質問

2 服薬指導を通じて薬に対する不安を減らすようにしていますか． 不安

3 患者さんから生活全般について相談されることはありますか． 生活相談

4 患者さんから「ありがとう」と言われることはありますか． お礼

5 患者さんの人となりを知るように心がけていますか． 人となり

6 患者さんに検査値を聞くことはありますか． 検査値

7 患者さんの困っていることを相談されることはよくありますか． 困ること相談

8 限られた時間で患者さんの理解度に応じた説明ができますか． 理解度に応じて

9 病態についての質問に自信をもって回答できますか． 病態

10 治療経過と予後について理解できていますか． 予後

11 医師の治療方針と処方について関連付けて説明できますか． 治療方針

12 薬局で患者さんへの情報提供のためにポスターや
資料配布などの工夫をしていますか． 資料

13 患者さんのために薬局スタッフは協力しあっていますか． 協力

14 薬局での仕事の改善を自分たちの裁量でできますか． 改善

15 仕事を通じてコミュニケーションスキルが向上していますか． コミュニケーション

16 仕事を通じて臨床知識の向上ができていますか． 臨床知識

17 仕事を通じて自分自身の成長を感じることができますか． 成長

18   薬局での仕事にやりがいを感じている やりがい
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3. 解析方法 

薬局業務の「やりがい」に影響する潜在因子を探るために、表４－１に示した 1

から 17 項目について因子分析を行った。その際、第 18 項目の「薬局での仕事にや

りがいを感じている」は、「やりがい」を“構成”する項目ではなく、それらを総

括した質問であるため、これを除いている。因子分析を行う妥当性の検定として、

Kaiser–Meyer–Olkin のサンプリング適切性基準および Bartlett の球面性検定を用い

た。抽出の基準は、収束のための最大反復数を 25 として、最小固有値を 1 に設定

した。因子の抽出方法として、プロマックス回転を用い、一般化最小二乗法を採用

した。因子の解釈には 0.50 以上の因子負荷を使用基準として用いた。内部均一性

の信頼度の検証は、Cronbach の α 係数を得ることによって達成した。 

次に、因子分析より得られた潜在因子間の関係については、確証的因子分析で

ある共分散構造分析を用い因子構造をモデル化することによって検討を行った。

モデルの適合度指標としては、GFI（Goodness of Fit Index）、AGFI（Adjusted Goodness 

of Fit Index）、RMSEA（Root Mean Square Error of Approximation）を採用した。分

析には IBM SPSS ver. 20 （SPSS Inc.、米国）および、Amos 5.0 J（日本 IBM、日

本）を用いた。 

 

4-3 結果 

1. 回収結果 

47 薬局に勤務する計 139 名から回答を得た（回収率：100%）。表４－２には回

答薬剤師の属性を示す。 

2. 質問項目への回答 

 表４－３に、質問項目への回答結果を示す。点数の中央値が最も高かった項目は

「2. 不安」（“服薬指導を通じて薬に対する不安を減らすようにしていますか”）で

6 点であった。逆に、中央値が最も低かった項目は、「8. 理解度に応じて」、「9. 病

態」、「10. 予後」、「11. 治療方針」および「12. 資料」であり、いずれも 4 点であ

った。 
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「18. やりがい」の項目については、“ややその通り”が 57 人(41.0%)で最も多く、

“どちらかといえばその通り”が 47 人（33.8%）でそれに続いた。中央値は 5 点で

あった。 

3. 探索的因子分析 

「やりがい」を構成する因子を知るために、「やりがい」そのものである第 18

項目を除く 17 項目について、探索的因子分析を行った（表４－４）。 

表４ー２ 回答薬剤師属性（n=139）

属性項目 人数（%）

性別
男性 48 (34.5)
女性 83 (59.7)
欠損 8 (5.8)

年齢

20歳代 59 (44.7)
30歳代 49 (37.1)
40歳代 17 (12.9)
50歳代 6 (4.5)
60歳以上 1 (0.8)
欠損 7 (5.8)

職位
管理薬剤師 39 (28.1)
管理薬剤師以外 89 (64.0)
欠損 11 (7.9)

表４－３ 「やりがい」に関連すると考えられる質問への回答

質問略称

得点 (%)
1 2 3 4 5 6

無回答 中央値
違う やや違う どちらかと

いえば違う
どちらかと
いえば
その通り

やや
その通り その通り

1 質問 1  (0.7) 1  (0.7) 7  (5.0) 37  (26.6) 43 (30.9) 49 (35.3) 1  (0.7) 5
2 不安 1  (0.7) 0  (0.0) 1  (0.7) 22 (15.8) 41 (29.5) 73 (52.5) 1  (0.7) 6
3 生活相談 2  (1.4) 4  (2.9) 15  (10.8) 44 (31.7) 39  (28.1) 34 (24.5) 1  (0.7) 5
4 お礼 1  (0.7) 2  (1.4) 3  (2.2) 42  (30.2) 63 (45.3) 27 (19.4) 1  (0.7) 5
5 人となり 2  (1.4) 0  (0.0) 8  (5.8) 42 (30.2) 48 (34.5) 37 (26.6) 2  (1.4) 5
6 検査値 1  (0.7) 0  (0.0) 5  (3.6) 29 (20.9) 52 (37.4) 51 (36.7) 1  (0.7) 5
7 困ること相談 2  (1.4) 0  (0.0) 5  (3.6) 48 (34.5) 63 (45.3) 19  (13.7) 2  (1.4) 5
8 理解度に応じて 2  (1.4) 3  (2.2) 18  (12.9) 55  (39.6) 52 (37.4) 8  (5.8) 1  (0.7) 4
9 病態 4  (2.9) 7  (5.0) 37  (26.6) 57 (41.0) 29 (20.9) 3  (2.2) 2  (1.4) 4

10 予後 4  (2.9) 7  (5.0) 43  (30.9) 59 (42.4) 24 (17.3) 1  (0.7) 1  (0.7) 4
11 治療方針 4  (2.9) 5  (3.6) 31  (22.3) 61 (43.9) 30 (21.6) 7  (5.0) 1  (0.7) 4
12 資料 8  (5.8) 10  (7.2) 34  (24.5) 45 (32.4) 30  (21.6) 10 (7.2) 2  (1.4) 4
13 協力 0  (0.0) 2  (1.4) 11  (7.9) 38  (27.3) 38 (27.3) 50 (36.0) 0  (0.0) 5
14 改善 6  (4.3) 2  (1.4) 14  (10.1) 44 (31.7) 54 (38.8) 18 (12.9) 1  (0.7) 5
15 コミュニケーション 0  (0.0) 1  (0.7) 6  (4.3) 42  (30.2) 55 (39.6) 35  (25.2) 0  (0.0) 5
16 臨床知識 0  (0.0) 1  (0.7) 15  (10.8) 44 (31.7) 51 (36.7) 28  (20.1) 0  (0.0) 5
17 成長 1  (0.7) 0  (0.0) 8  (5.8) 45 (32.4) 55 (39.6) 30  (21.6) 0  (0.0) 5
18 やりがい 0  (0.0) 0  (0.0) 17  (12.2) 47  (33.8) 57  (41.0) 17  (12.2) 1  (0.7) 5
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Kaiser-Meyer-Olkin の適切性基準の値は 0.913 で、Bartlett の球面性検定の有意確

率は P ＜0.01 であり、因子分析を行う妥当性が示された。因子を抽出する際、初

回の分析において 17 項目のうちの 7 項目（「不安」、「お礼」、「人となり」、「資料」、

「協力」、「改善」および「コミュニケーション」）について因子負荷が 0.5 に届か

なかったため、これらの項目を除いて分析を 3 回繰り返すことにより、最終的に

10 項目から 3 つの因子が抽出された。Chronbach α 値は其々0.82, 0.92, 0.90 となり、

何れの因子においても信頼性が担保された。第 1 の因子は、例えば“医師の治療方

針と処方について関連付けて説明ができますか”など、 患者の病態等についての

知識に関する 4 つの項目を含んでいたことから、『病態的知識』と命名した。第 2

の因子は、“患者さんの困っていることを相談されることはよくありますか”など、

患者対応に関する同じく 4 つの項目を含んでいたことから、『患者相談の対応』と

名付けた。また、第 3 の因子は、“仕事を通じて自分自身の成長を感じることがで

きていますか”などの 2 項目であったことから、『自己成長の実感』と命名した。2

項目で因子を構成することについては議論のあるところである[89]。しかし、本章

の研究の目的が因子間の関係を検討することであり、また、『自己成長の実感』は

地域薬局に勤務する薬剤師の「やりがい」に関連するものの一つであることから、

無視すべきではないと考えた。なお、これら 3 因子の累積寄与率は 60.7%であり、

信頼性も確保されていた。 

 

表４ー４ 探索的因子分析

因子名 質問項目 因子負荷量

病態的知識

10 治療経過と予後について理解できていますか． 0.930

11 医師の治療方針と処方について関連付けて説明できますか． 0.804

9 病態についての質問に自信をもって回答できますか． 0.773

8 限られた時間で患者さんの理解度に応じた回答ができますか． 0.633

患者相談の対応

3 患者さんから生活全般について相談されることはよくありますか． 0.756

7 患者さんの困っていることを相談されることはよくありますか． 0.748

1 患者さんから処方内容について質問されることはありますか． 0.744

6 患者さんに検査値を聞くことはありますか． 0.528

自己成長の実感
16 仕事を通じて臨床知識の向上ができていますか． 0.992

17 仕事を通じて自分自身の成長を感じることができていますか． 0.678
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4．共分散構造分析 

「やりがい」を構成する 3 因子間の関係を確認するために行った共分散構造分析

の結果を示す（図４－１）。中央の楕円が抽出された共通因子を、長方形で囲まれ

たものが質問項目を、e1～11 がそれぞれの質問項目の独自因子を示す。楕円同士

を結ぶ両矢印は、共通因子同士が相関関係にあることを示し、共通因子と質問項目、

独自因子と質問項目を結ぶ片矢印は、其々が因果関係にあることを示す。片矢印に

付記された数値はパス係数、両矢印に付記された数値は相関係数であり、其々関連

の強度を示している。適合度指標は、各々、GFI が 0.931、AGFI が 0.903、RMSEA

が 0.048 であり、このモデルの適合度は良好であると判断された。さらに、3 因子

間の関係（『病態的知識』－『患者相談の対応』、『病態的知識』－『自己成長の実

感』、『自己成長の実感』－『患者相談の対応』）については、全て正の相関を示し

た（標準化推定値は各々、0.71、0.55、0.42）。また、潜在変数と観測変数に関する

標準化係数は全て 0.7 以上を示しており、適切に対応していた。 

 

 

4-4 考察 

本章の研究では、薬剤師の対人業務における「やりがい」を構成する因子を抽出

GFI       : 0.931
AGFI    : 0.903
RMSEA: 0.048

自己成長の実感

病態的知識

患者相談の対応

成 長

臨 床 知 識 e 10

e 9

e 1 理解度に応じて

病 態

予 後

治 療 方 針

質 問

生 活 相 談
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困ること相談
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.81
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図４－１ 「やりがい」に関する共分散構造モデル
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し、それら因子の因果（相関）構造を見出すことで、当概念のモデルを提案すると

共に、薬剤師が対人業務の中で抱える課題について検討することを目指した。 

因子分析の結果より、薬剤師の「やりがい」という概念について、3 つの因子か

ら成るモデルを作成した。『病態的知識』には、患者の状態と処方内容についての

理解力、および患者からのその臨床的状態についての質問への回答能力を含む。『患

者相談の対応』には、薬剤師が健康その他の話題において患者に指導する多くの機

会を持ち、また検査値等のデータを聞き出すコミュニケーション能力に基づいて、

患者と積極的に関わることに及ぶ。『自己成長の実感』には、臨床知識の向上や自

己啓発が含まれる。患者支援のために要求される臨床知識、その知識に基づく患者

との関係の構築、そして自己成長の実感は薬剤師としての充足感に等しく、これら

3 因子が、薬剤師の「やりがい」を構成するものであると考えられた。 

また、共分散構造分析ではこれらの因子が互いに相関していることを確認した。

特に、『病態的知識』は、『患者相談の対応』および『自己成長の実感』と強く正相

関していることを見出した。これは、豊富な知識が、患者対応の機会を増やし、そ

して自己成長を実感する機会を多くすることにつながるのであろう。また、『患者

相談の対応』と『自己成長の実感』の間にも高い正相関があることより、これら全

ての因子を向上させることが薬剤師の「やりがい」の向上につながることが示唆さ

れた。 

本章の研究の結果より、多くの薬剤師が、服薬指導を通じて患者の不安を減じよ

うとしていること（質問項目 2）、また、患者に対し、検査値を聞ける関係性を構

築しようとしていること（質問項目 6）が示唆された。一方で、患者の治療経過や

予後についてよく理解できていないこと（質問項目 10）も明らかとなり、このこ

とは、薬局における患者の状態の遂次的な把握が難しいことを示唆している。した

がって、対人業務を強化することにより、包括的な医療情報を患者から得られる関

係性を築くことが重要であると言えよう。 

本章の研究にはいくつかの限界がある。第一に、今回の研究対象である薬剤師は、

本来、患者相談に対して比較的熱心であった可能性があり、平均的な薬剤師を代表

していないかもしれない。第二に、サンプル数が少ないことより、薬剤師のサブグ

ループ解析が困難であった。今後、対象薬剤師の年齢等による様々なサブグループ

解析も必要であろう。 
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第５章  総括 

 

 本研究では、我が国における薬剤師による対人業務について、とりわけbrief 

interventionを中心に、その内容や患者および薬剤師に対する影響について検討した。 

第1章では、今後、薬剤師の対人業務を強化することが重要であること、また、

我が国においては、薬剤師の対人業務を強化する具体的な方法の効果を検証するエ

ビデンスレベルの高い研究報告が殆どなされていないことを述べた。さらに、本研

究では、簡潔でかつ効果的であり、日本の薬局でも実施可能性が高いbrief 

interventionの効果を検証したことについて述べた。 

第2章では服薬情報の一元管理のためのツールである“お薬手帳”を介した対人

業務について検討した。第1節では“お薬手帳”を介して薬剤師が継続的に患者と

コミュニケーションをとることが、患者の“お薬手帳”への認識を向上させ、その

受療行動にも良い影響を与える可能性を示した。続く第2節で、“お薬手帳”を介

したbrief interventionにより、患者の“お薬手帳”への認識が向上すると同時に受療

行動にも影響を与え、薬局の服薬情報の一元管理の機能を強化させることで、薬物

療法の安全性を向上させ得ることを示した。 

第3章では、2型糖尿病患者に対する生活習慣改善支援について検討した。第1節

ではテキストアナリシスによって、薬剤師が2型糖尿病患者から受ける質問は、そ

の内容において「生活習慣」、「治療」、「不安」の3つの領域に大別できること

を示した。第2節では、brief interventionによる生活習慣改善支援が2型糖尿病患者の

HbA1c値を、先行研究と同程度に改善する効果があることを示した。この結果は、

我が国の薬剤師が生活習慣改善の支援者となり得ることを示すものである。 

第4章では薬剤師の対人業務を支える職業意識である「やりがい」について、構

成する因子を抽出し、当概念のモデルを構築した。その結果、「やりがい」は、「病

態的知識」、「患者相談の対応」、「自己成長の実感」の3因子から成り、其々の因子

が相関関係にあるモデルを構築することができた。 

以上、本研究では、薬剤師の対人業務に関して、患者とのコミュニケーションの

強化の方法と、それがもたらす数々の好ましい影響、とりわけ我が国の薬局におい

て実施可能性が高いbrief interventionの効果を、このテーマとしては我が国初の介入

研究を用いて実証した。  
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